
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

 ICT活用工事における
      施工計画立案の手引き（案）

1

本手引きの構成と活用について：
 ＩＣＴを活用した生産性向上を効果的に実現するためには、多様な現場条件
及びＩＣＴ活用の目的（コスト削減、省人化、品質向上、安全性向上）に合わ
せたＩＣＴ活用計画の作成が重要となっています。
 本手引きは、ＩＣＴ施工の実施に先立って、効率的なＩＣＴ活用計画を検討
する際の留意事項を整理したものです。
 また、参考として施工計画書の作成事例を掲載しています。

※本手引き（案）は、これからICT活用工事に取り組む施工者支援ツールとして整理したものです。
※本手引き（案）は、令和2年3月末時点の基準類を参照して作成されています。

国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所
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ポイント：施工計画書を作る前に確認しましょう。
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ICT活用工事の施工計画立案のフロー

ICT活用計画を作る

ＩＣＴ建機の選定

出来形計測の決定

ＩＣＴ技術
メリデメの把握

現場条件の整理
課題の抽出

ＩＣＴ活用の目的
を明確化

起工測量の決定

例えば、
掘削工：ＩＣＴＢＨ導入により上がった掘削量の搬出に対応できるか
盛土工：ＩＣＴＢＬ導入により上がった盛土量の搬入に対応できるか
ＩＣＴ建機の連続施工は可能か（施工途中で構造物を設置するなど）
ＧＮＳＳの受信状況は良好か、高圧線等の障害物があるか

ICT機材はコストがかかる。高機能な機材を有効に活かす（導入したICT建機を
工期全体で活用する）。
ノウハウが残るように自社でできることはやる。

導入実機の最適化や、通常機とICT建機の連携作業によりＩＣＴ建機の早期返却
を狙う

※どんなICTが使えるのか ⇒ 7.（参考）ICT活用工事に適用可能な計測機器を参照して下さい
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ICT活用の目的

ICT活用の目的

☝

ここが重要！

施工計画書を作る

例えば、

ICT活用の目的：生産性向上

品質の向上
コスト削減

省人化 安全性向上
人材育成

スキルアップ
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ＩＣＴ活用により、実現したい効果を明確にする。
現場条件や施工条件を整理し、どんなＩＣＴが使えるか計画する。

ICT活用工事の施工計画立案のフロー
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技術の特徴を知る

現場条件の整理 施工条件の整理

ICT活用による加点
ICT活用の目的：生産性向上

品質の向上
コスト削減

省人化 安全性向上

要領との対比 施工計画書への記載

必要のな作業や資料の準備

ICT活用計画のポイント

☝

目的は様々！

人材育成
スキルアップ
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2. ICT活用計画立案例
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ICT活用計画立案のポイント

ステップ１：現場条件の整理・課題の抽出

ステップ２‐１：施工方法の整理（現場条件）

ステップ３：目的の明確化

ステップ４：目的別の機器選定（計測機器）

ステップ５‐１：現場条件と抽出した課題の整理

ステップ５‐２：条件と課題を整理したICT活用計画（案）の立案

ステップ５‐３：目的に合ったICT活用計画の決定

ステップ６：計測範囲の決定（起工測量）

ステップ７：計測範囲の決定（出来形計測）

ステップ２‐２：施工方法の整理（積算）
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■本手引きでは、Ｐ８～Ｐ１７において、ＩＣＴ活用計画立案までの手順を以下のステップとして
 解説する。

施工計画書へ記載

ICT活用計画の検討
施工計画書への記載は不要
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上空は開けていて、高圧線や構造物等の障害もない
（現場環境）
遮るものが無い為、風が強い（気候）
ほとんどが平坦な地形だが一部、現況地形が不定形
である（数量算出）
掘削高さが最大で４ｍある（掘削）
掘削部の中央部ではICT建機による精緻な施工は不
要（掘削）
法面部は種子吹付による仕上げとなる（計測時期）

（例）ステップ１：現場条件等の整理・課題の抽出

河川土工（主な工種と施工数量）
            ・施工延長＝220ｍ      ・掘削＝約31,500㎥    
            ・法面整形（切土部）＝2,336㎡   ・底部整形＝11,220㎡ ・種子吹付工＝2,336㎡

平面図 横断図

３Dビュー現場条件※

ステップ１：現場条件の整理・課題の抽出

掘削高さ
（最大4ｍ）

8

※よくある現場条件への対応事例は「6.（参考）課題から検索す

る現場事例集」を参照してくださ。

現場条件を整理しましょう。
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着手当初からICT建機を導入すると、十分な法面整形の施工量が確保できない。粗掘削や通常建機の従作業

を行うこととなる。

ICT建機の余剰拘束期間とな
る可能性あり

（例）ステップ２：現場条件等の整理・課題の抽出
ステップ２‐１：施工方法の整理（現場条件）
※試算条件 1）掘削高さ最大4ｍということから２段階掘削を想定
      2）2段階掘削の各段の施工数量を試算

施工数量を試算

①導入する建機（想定）と対象施工数量 ②標準作業量
 ・ICT建機（0.8m3）＝
 掘削350m3、法面整形154m2
  底部整形600m2※想定値

   ・通常建機（1.4㎥）＝
 掘削500m3 

１）施工方法を考える

２）導入建機（想定）と施工数量と標準作業量

３）２）の条件から作業日数を試算 → 課題を抽出

課
題

9

③必要作業日数
1段目 日
法面整形（ICT） 8
粗掘削（通常） 29

2段目 日
法面整形（ICT） 8
底部整形（ICT） 19
粗掘削（通常） 26

【施工方法】
・中央部は通常建機で粗掘削
・法面のみＩＣＴ施工

【施工方法】
・中央部は通常建機で粗掘削
・法面及び底部をＩＣＴ施工

通常建機（1.4ｍ3）

ICT建機（0.8ｍ3）

※よくある現場条件への対応事例は「6.（参考）課題から検索す

る現場事例集」を参照してくださ。

施工の段取りを整理しましょう。
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• ICT積算の増工分から試算した施工日数は約１か月半となるため、ICT建機の拘束日数を１か月半として計画

する必要がある。

• 想定しているICT活用計画では、ICT積算により見込まれている増工分（日数）を超えてしまう。

【ICT積算による増工】 
36日（約1か月半）

（例）ICT活用計画立案：積算から考えるICT建機の稼働日数

・通常建機による施工
（ICT建機の最低拘束日数）
      ＝約５５日間

※実施方針 別紙-6 ICT活用工事（土工）積算要領より抜粋
■施工数量と標準作業量
・施工数量：掘削＝約31,500ｍ3、法面整形＝2,336ｍ2
・標準作業量：掘削350m3、法面整形154m2

【ICT積算による増工分により稼働日数（見込）】
 掘削   約7,500ｍ3 → 21日
      ＋
 法面整形 約2,336ｍ2 → 15日

ステップ２‐２：施工方法の整理（積算）
１）本現場で計上されているICT建機の稼働日数

２）１）に対して本現場で想定しているICT建機の稼働日数

本現場の
計上割合

・ICT建機による施工
    ＝約３５日間 

掘削工：50％
法面整形工：100％

課題
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※（粗掘削直後に整形を実施し、同
日に掘削及び整形を完了とした想定）

ICT積算により見込まれている増工分
を超えてしまう。

費用面について整理しましょう。
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（例）ステップ３：ICT活用の目的の明確化

ステップ３：目的の明確化

ICT活用が目的とすることは
「生産性向上」

働き方改革 若手技術者の育成

中長期的な成長
企業イメージ戦略

知識の蓄積

工期短縮

付加価値

ICT活用により得たい効果を明確にし、目的に沿った計画を立てることが重要

※用語の定義
・省人化、安全性、品質の向上：ICTの導入（計測・建機）により見込める効果
・コスト削減：ICT活用をフルスペックで実施した場合に対しての削減効果。
・フルスペックとは：ICT活用工事の①から⑤のすべてを実施するICT活用工事のこと。
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ICT活用の目的：生産性向上

品質の向上
コスト削減

省人化 安全性向上
人材育成

スキルアップ
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（例）ステップ４：ICT活用目的別ICT活用計画（計測機器）

上空は開けていて、高圧線や構造物等の

障害もない（起工測量・出来形計測）

現場条件（起工、出来形計測）

ステップ４-１：目的別の機器選定（計測機器）

例えば
①現況地形のほとんどが平坦である場合、TSで変

化点を数点計測したデータで作成したTINデータ
を使用した数量算出結果でも支障は無い。

②法面整形後に種子吹付を順次施工するため、施
工に合わせて順次出来形管理が必要。

法面部は種子吹付による仕上げとなる

　　（出来形計測）

遮るものが無い為、風が強い

　　（起工測量・出来形計測）

ほとんどが平坦な地形だが一部、現況地

形が不定形である（起工測量）

12

※どんなICTが使えるのか ⇒ 7.（参考）ICT活用工事に適用可能な計測機器を参照して下さい

達成すべき事項（起工、出来形計測）

達成手段としてのICT（起工、出来形計測）
使うICT 使う範囲・時期 人材

導入目的
ICT活用の目的：生産性向上

品質の向上
コスト削減

省人化 安全性向上
人材育成

スキルアップ
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（例）ステップ４：計測範囲の決定（起工測量）
ステップ４-２：計測範囲の決定（起工測量）

１）全面的に点群計測を行う場合 ２）TS等により計測を行う場合

※（例）点群計測とTS等の補間計測を複合する場合
一部、高圧線や木があり計測できない場合など

点群座標が取得できない場合において
は、管理断面間隔より狭い範囲でTSによ
る補間計測が認められている。

■起工測量においての緩和措置

※空中写真測量を用いた出来形管理要領 一部抜粋

13

ICTは万能ではない。効率よくICT活用を推進する対応が整備されている。
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（例）ステップ４：ICT活用目的別ICT活用計画

ステップ４-３：計測範囲の決定（出来形計測）
１）全面的に面管理を行う場合 ２）全面的に測点管理を行う場合

※（例）面管理と測点管理が複合する場合
出来形の一部が浸水する場合など

面管理が非効率あるいは適用できない場
合については、従来やTS等による測点管
理も認められている。

■出来形計測においての緩和措置

※空中写真測量を用いた出来形管理要領 一部抜粋

出来形の対象範囲
測点管理

面管理

14

ICTは万能ではない。効率よくICT活用を推進する対応が整備されている。
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着手当初からICT建機を導入した場合、積算で見込まれている稼働日数を超えた拘束日数分は自社負

担となる可能性が高いため、

（A案）１か月半で施工を完了させる工程を計画する。

（B案）１か月半で有効に活用できる工程を計画する。

あるいは、

（C案）工期全体でICT建機を活用し、安全性の向上、品質の向上を狙った計画を立てる。

加えて、各案で見込まれるメリット、デメリットも整理する。

（例）ステップ５-１：ICT活用目的別ICT活用計画（建機）

現場条件

1. 着手当初からICT建機を導入すると、十分な法面整形の施工量が確保できない。ICT建機で粗掘

削や通常建機の従作業を行うこととなる。

2. ICT積算の増工分から試算した施工日数は約１か月半となるため、ICT建機の拘束日数を１か月

で計画する必要がある。

3. 想定しているICT活用計画では、ICT積算により見込まれている増工分（日数）を超えてしまう。

ステップ５‐１：現場条件と抽出した課題の整理

1. 掘削高さが最大で４ｍある
2. 掘削の中央部ではICT建機による精緻な施工は不要
3. ICT建機の導入時期の最適化と日当たり施工量（整形）の確保が重要となる。

課題

整理のポイント

次頁へ
15
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（例）ステップ５-２：ICT活用目的別ICT活用計画（建機）

ステップ５‐２：条件と課題を整理したICT活用計画（案）の立案

ICTICT活用計画（案）

次頁へ

メリット デメリット

・ICTバックホウの拘束期間の短縮
・2段目の通常バックホウの補助掘削
・1、2段目の出来形チェック

・1段目の位置出しや丁張り設置が必要となる。
・1段目の粗掘削の施工量が下がる。
・1段目に荷振り用のバックホウが必要となる可能性
有り

（A案）ICTバックホウ（0.8㎥）+通常のバックホウ（1.4㎥）の検討（2段目からICTバックホウを導入）

1段目：切出しの位置を3次元設計データを活用した位置出しを行い、通常のバックホ
ウ（1.4㎥）で粗掘りを行い、ICTバックホウを導入し法面整形を行う。
2段目：粗掘削時は通常のバックホウの能力を最大限に発揮させる。底部+法面の整
形時はICTバックホウで底部の目印掘削を行うことで、通常のバックホウの丁張レス
施工を補助しながら整形+確認を行うことで、工期短縮を狙う。

施工方法

（B案）ICTバックホウ（0.8㎥）+通常のバックホウ（1.4㎥）の検討（1段目からICTバックホウを導入し２段目の施工中に返却）

1・2段目の法面整形と法尻から10ｍ程度の底部整形を先行して施工しICTバックホウ
を返却する。その後、中央部の掘削及び底部整形を行う。底部の整形は両側の仕上が
りを目安にして施工する。

施工方法 メリット デメリット

・切出し位置の先行掘削。
・ICTバックホウの早期返却によるコスト削減
（ICT拘束期間を1か月と想定）

・底部整形時、出来形チェックが出来ない。
・中央部の粗掘削の施工量が下がる。
・底部整形はオペレータの技量が重要となる。

（C案）ICTバックホウ（0.8㎥）+通常のバックホウ（1.4㎥）の検討（1段目からICTバックホウを導入）

1段目：ICTバックホウで先行のスリット掘削、及び法面整形+粗掘削の補助を行い、
通常のバックホウを粗掘削に注力させることで、工期短縮を狙う。
2段目：粗掘削時は1段目と同様に通常のバックホウの能力を最大限に発揮させる。底
部+法面の整形時はICTバックホウで底部の目印掘削を行うことで、通常のバックホ
ウの丁張レス施工を補助しながら整形+確認を行うことで、工期短縮を狙う。

施工方法 メリット デメリット

・切出し位置の先行掘削。
・1、2段目の通常バックホウの補助掘削。
・1、2段目の出来形チェック。
・-16日の短縮
（ICT拘束期間を2か月と想定）

・余剰拘束期間が発生する可能性がある。
・日当たりのダンプ台数の確保が重要となる。

（B案）施工イメージ

①法面+法尻から約10ｍ程度の底部を先行施工

②両側底部の仕上がりを目安にして施工

16
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（例）ステップ５-３：ICT活用目的別ICT活用計画（建機）
ステップ５‐３：目的に合ったICT活用計画の決定

C案

A案

B案B案
A案（2段目からICT建機を導入）

B案（1段目からICT建機を導入し、2断面の途中で

ICT建機を返却）

C案（1段目からICT建機を導入し、工期全体で活用）

施工方法

様々なパターンの検討から、当該工事に最適な手法を選択しましょう。また、
自社の経験やノウハウ、工事の人員体制やシステム・ソフトの所有環境、今後
の展望を踏まえて活用プランを決定することが重要です。

決定

17

（コスト削減要因：B、C案と比べICT建機の拘束日数が短い）

（コスト削減要因：C案と比
べICT建機の拘束日数が短い）

（知識の蓄積要因：ICT建機の特性を
見極め有効に活用する必要がある）

※コストの削減について、ICT建機を工事全体で活用すると工期短縮が可能となるが、ICT建機の費用については導入期間と比例してコス
ト高となる。ここでは、ICT建機を長期間導入すれば、工期短縮することとし、ICT建機の有効活用や導入時期の最適化によりICT建機分の
拘束日数を削減したことをコスト削減する。

工期短縮※
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3. ＩＣＴ舗装工の留意点

18
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ＩＣＴ舗装工の留意点（土工との違い）
1. データ処理上の違い
 評価方法は厚さ標高較差の2種類のいずれかを選択可能。

標高較差の算出ロジックのイメージ

 ■標高較差で実施する場合
 標高較差は直下層の目標高さ（設計）+直下層の
 標高平均値+設計設計厚さ（上層）から求まる標
 高差により出来形の良否判定を行う。

厚さの算出イメージ

 ■厚さ管理の場合
 直下層の計測値と管理対象面（上層設
 計面）との標高較差を厚さとする。

2. 利用できる計測機器の違い ※本テキスト６.適用可能な計測機器を参照

3. ＩＣＴ舗装工の留意点
 ・出来形評価を標高較差で実施する際に、下層の標高較差を設計に反映させ
  る必要があるため、処理が難しい。
 ・出来形計測の際に施工エリア全体を一度に点群計測しようとすると上層の
  施工が実施できないため、ある程度、細かく計測する必要がある。
 ・ＴＬＳで出来形計測を実施する場合、ＴＳと比べて4㎜の計測精度が必要
  となる。ＴＳ等光波方式においても、基層及び表層の計測には１級以上の
  計測精度が必要となる。

  土工と比べで高い計測精度が必要なため、計測機器が限定される。

データ処理難

計測回数増

計測精度高
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4. 使用する機器と必要書類と施工計画書の主な記載事項
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使用する機器と必要書類（土工）

：いずれかを提出 ：全て提出

赤字：後述４.施工計画書の記載例（UAV）に記載

21
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施工計画書の主な記載事項（土工）

22

主な記載項目

１）適用工種

２）適用区域

３）出来形管理箇所・出来形管理基準及び規格値・出来形写真管理基準

４）使用機器・ソフトウェア

①機器構成

➁：使用機器本体

管理要領による適用工種に該当している工種を記載する。

③：ソフトウェア

３次元計測区域を行う範囲の記載する。

測定基準に元づいた管理基準を記載する。

必要な機能を有し適切に管理された機器及び必要な性能をもつソフトウェアであることを記載する。

５）飛行計画＋安全飛行マニュアル

出来形管理で利用する機器及びソフトウェアを記載する。

a：精度確認試験を実施し、その記録を提出する※３。b：メーカが推奨する定期点検記録を添付する。

必要な機能を有するソフトウェアであることをカタログあるいはソフトウェア仕様書を、添付資料する。

要領記載事項に留意した計測計画を作成し提出する。

各要領で特に変わらない

使用する機器により内容が異なる

※１

※２

※１

※２ UAVとUAV_LSのみ

※３    提出時期及び頻度は要領による

要領が要求している計測性能を有していること添付資料として提出する。
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必要書類と提出のタイミング（ＴＳ等光波方式）
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必要書類と提出のタイミング（ＴＳ_ＮＰ）
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必要書類と提出のタイミング（空中写真測量）

25

・UAV計測データと検証点座標
との比較
各座標の較差 ±50mm以内
実施時期：12か月以内
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必要書類と提出のタイミング（ＴＬＳ）
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・点間距離 
  ±20mm以内
実施時期：12か月以内
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必要書類と提出のタイミング（ＵＡＶ_ＬＳ）
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・実施時期：12か月以内
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必要書類と提出のタイミング（ＭＬＳ）

28
・実施時期：12か月以内
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5. 施工計画書の記載例（UAV）

29
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（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施工計画書の記載例 
～空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施工管理計画 
１）工程管理 
２）出来形管理 
３）品質管理 
４）ICT 活用工事に係わる出来形管理 
 ICT 活用工事に係わる出来形管理は、「空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理要領」

に従って出来形管理を実施します。 
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ICT 活用工事に係わる出来形管理 
 次表に示す工種について、空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理を行います。 
 
適用工種 

編 章 節 工種 適用の有無 

共通工 土工 道路土工 

路体盛土工 ○ 

    

    

    

 
適用区域 
 空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理範囲については、工区１については NO.0+10
～NO.2+10 における天端部、法面部、小段部を対象とする。工区２については NO.0+5～
NO.1+15 における法面部を対象とする。 

 

工区2

工区1

計測範囲適用区域

出来形管理基準 

 

注１：個々の計測値の規格値には計測精度として±５０ｍｍが含まれている。 
注２：計測は天端面（掘削の場合は平場面）と法面（小段を含む）の全面とし、全ての点で設計面との標高較差また

は、水平較差を算出する。計測密度は１点／m2（平面投影面積当たり）以上とする。 
注３：法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内に存在する計測点は、標高較差の評価から除く。同様に、標高方向に±

５ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除く。 

注４：評価する範囲は、連続する一つの面とすることを基本とする。規格値が変わる場合は、評価区間を分割するか、
あるいは規格値の条件の最も厳しい値を採用する。 

 

出来形管理写真基準 

区分 写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度 提出頻度 

施工状況 図面との不一致 図面と現地との

不一致の写真 

撮影毎に 1 回[発生
時] 

写真測量に使用した

すべての画像 

※ICON フォルダに格納 

 
※斜体太文字は、空中写真測量（ＵＡＶ）による出来形管理の適用で、「写真管理基準(案)」（国

土交通省各地方整備局）を適用しない部分 

工種 測定箇所 測定項目 

規格値(㎜) 

測定基準 測定箇所 

平均値 
個々の 

計測値 

掘削工 

平場 標高較差 ±50 ±150 
注１、注２、注３、

注４ 
法面(小段含む) 

水平または 

標高較差 
±70 ±160 

路体盛土工 

路床盛土工 

天端 標高較差 ±50 ±150 
注１、注２、注３、

注４ 
法面(小段含む) 標高較差 ±80 ±190 

工種 
写真管理項目 

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

 

掘削工 
土質等の判別 地質が変わる毎に１回[掘削中] 

代表箇所 

各１枚 

法長（法面） 撮影毎に１回[掘削後] 
写真測量に使用した

すべての画像 

※ICON フォルダに格納 

 

路体盛土工 

路床盛土工 

巻出し厚 200ｍに１回[巻出し時] 代表箇所 

各１枚 締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回[締固め時] 

法長（法面） 
幅（天端） 

撮影毎に１回[施工後] 
写真測量に使用した

すべての画像 

※ICON フォルダに格納 
 

天端

小段
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（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）
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・UAV（○○○） 
機体直径  

機械高  

機体重量  

離陸重量  

耐風速  

滞空（ホバリング時間）  

最高速度  

最大到達高度  

動力用バッテリー  

 
・デジタルカメラ（○○○） 

型式  

撮像素子  

カメラ有効画素数  

総画素数  

アスペクト比  

画像ファイル形式  

記録画素数 

（縦横比 3：2） 

 

使用レンズ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用機器・ソフトウェア 
当該工事において利用する機器およびソフトウェアについて、「空中写真測量（UAV）を用

いた出来形管理要領」に定められた性能および機能を有するものを使用する。メーカーカタ

ログ等は巻末に別途添付する。 
 
① 機器構成 
種別 名称 規格（バージョン等）  
ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ  国土地理院 2 級 A  
ＵＡＶ    
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ    
３次元設計ﾃﾞｰﾀ作成

ｿﾌﾄｳｪｱ 
   

写真測量ｿﾌﾄｳｪｱ    
点群処理 
ｿﾌﾄｳｪｱ 

   

出来形帳票作成 
ｿﾌﾄｳｪｱ 

   

 
② UAV およびデジタルカメラ 
項目 要領の記載内容 本業務（計測計画あるいは確認方法）

計測性能 地上画素寸法：１ｃｍ／画素以内 地上画素寸法：０．７ｃｍ／画素以内

※飛行高度５０ｍ時、１ｃｍ未満となる

最大飛行高度７１．４８ｍ 
なお、後述する２）地上画素寸法の算出

にて根拠を示す。 
測定精度 測定精度:±５ｃｍ以内（XYZ 各成分） 

 

要領参考資料‐３に示される「キャリブ

レーションおよび精度確認試験報告書」

に基づいて、起工測量時、および出来形

計測前に実施する。 
保守点検 
 

UAV の保守点検を実施したことを示す

点検記録。製造元等による保守点検を１

年に１回以上実施 

巻末に別途添付する。 
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注意：地上画素寸法ついて
現場精度確認において、必要
な精度を確保できることが確
認できる場合は、10mm/画素
以外での計測も可能である。

保守点検記録

・揚重能力
・飛行時間
など航空法を遵守した機
体であること

・撮影機能

（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）
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（精度確認試験報告書様式添付） 
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カメラキャリブレー
ション実施記録

精度確認試験結果報告書

（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）
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３次元設計データ作成 
 ３次元設計データは、発注者に指示された適用区域を対象に発注者から貸与される設計

図書に基づいて作成する。 
 作成した３次元設計データは、入力の間違いがないかを確認するために、要領に従った

確認方法を実施し、「３次元設計データチェックシート」を監督職員に提出する。 

 
 

空中写真測量（UAV）による計測 
 無人航空機の飛行に関しては、平成２７年９月に航空法の一部が改正により、平成２７年

１２月１０日からドローン等の無人航空機の飛行ルールが導入されている。本現場では、航

空法の規定に係わる該当項目がなかったため、「無人航空機の飛行に関する許可・承認」は

特に不要であった。 

無人航空機の飛行の許可が必要となる空域 
（以下の 3 項目のいずれかに該当する場合は申請が必要） 

1 空港などの周辺（進入表面等）の上空領域 該当なし 

2 150m 以上の高さの空域 該当なし 

3 人口集中地区(DID 地区)の上空 該当なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 静岡県富士市 DID 地区と空港上空区域の分布 赤：DID 地区（国土地理地図） 
http://maps.gsi.go.jp/#8/35.563512/140.339355/&base=std&ls=std%7Cdid2010%7Ckokuare
a&disp=111&lcd=kokuarea&vs=c1j0l0u0f0&d=vl 

 

無人航空機の飛行の方法 
（以下の 6 項目のいずれかに該当する場合は申請が必要） 

1 夜間飛行 該当なし 

2 目視外飛行 該当なし 

3 30m 未満の飛行 該当なし 

4 イベント上空飛行 該当なし 

5 危険物輸送 該当なし 

6 物件投下 該当なし 34

（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）
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① 標定点・検証点の設置 
１）配置 
 標定点・検証点は「UAV を用いた出来形管理要領」に従い、以下の配点とする。検証

点は、UAV を用いた出来形管理要領に従い、以下の設置点数にて設置する。 
 
  要領の記載内容 本業務 

外部標定点 辺長 100m 間隔程度以内 

（内部含め最低 4 点） 

４点 

内部標定点 辺長 200m 間隔程度以内 ３点 

検証点 天端上辺長 200m 間隔程度以内（最低 2 点） ４点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工区１（天端、法面、小段）（図面表示になおす） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工区２（法面）（図面表示になおす） 

48m

22m

11

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

・外部標定点：４点
計測対象範囲を包含し、辺長
100ｍ以内

・内部標定点：３点
辺長200ｍ以内

・高高度標定点
・低高度標高点

■検証点
・検証点：４点
外部標定点の中間に１点

合計：１１点

69m

22m

1

2

3

4

10

9

7

6

5

8 11

・外部標定点：４点
計測対象範囲を包含し、辺長
100ｍ以内

・内部標定点：３点
辺長200ｍ以内

・高高度標定点
・低高度標高点

■検証点
・検証点：４点
外部標定点の中間に１点

合計：１１点

２）設置方法 
標定点・検証点は、発注者より指示された基準点あるいは工事基準点を利用して、4 級基

準点測量の規定を準用し TS による放射法 2 セット観測で求める。 
 要領の記載内容 本業務（実施計画） 
設置方法 ３級基準点および４級水準点相当 TS を用いた計測 

 

 
 

① 空中写真測量 
１）計測計画 
 撮影は垂直撮影を基本とする。なお現地での作業日数は 1 日程度とする。対象土工は比

高が７ｍ程度であることから、天端から対地高度約 50m で飛行する。さらに、離着陸時以

外は、基本的に自律飛行とする。図 2.1 の土工範囲を網羅するように、延長方向は+２０ｍ

程度、横方向は+２、３ｍ程度延伸するように計測する。 
 

計測諸元 

対地高度 50m 
オーバラップ率（計測方向） 90% 
サイドラップ率（隣接方向） 60% 
コース間隔 11.1ｍ 

 
 
 
 
 
 
 
 

30ｃｍ

30ｃｍ
15.5ｃｍ
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撮影計画

（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

工区１（天端、法面、小段） 

 

工区２（法面） 

 
 
 
 

地上画素寸法の算出 
計測性能として、撮影計画上の地上画素寸法が１ｃｍ／画素以内と定められている。地上

画素寸法は、使用するデジタルカメラの解像度と飛行高度より算定し、以下のとおり、地上

解像度を確認した。 
 
 
 

 
 
 

上記諸元の解説図 

１画素あたりの寸法算出根拠 

被写体までの距離（ｍ） 50m 

焦点距離（ｍｍ） 28mm 

水平撮影範囲（ｍ） 41.96m 

垂直撮影範囲（ｍ） 27.86m 

水平ｍｍ／画素 6.99mm/画素 

垂直ｍｍ／画素 6.99mm/画素 

50m

41.96m/6000

=6.99mm/画素

27.86m/4000

=6.96mm/画素

被写体

被写体までの距離

焦点距離

イメージセンサー
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飛行計画

（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）

注意：地上画素寸法ついて
現場精度確認において、必要
な精度を確保できることが確
認できる場合は、10mm/画素
以外での計測も可能である。
精度確認により実施する場合
は不要



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

３）撮影枚数 
工区１ 

飛行コース長 70m  水平撮影範囲 41.96m  

コース数 3 ラップ率 90% 

撮影枚数（1 コース） 70m÷(41.96m×(100%－90%)÷100)≒17 枚 

撮影枚数(予定) 51 枚 

工区２ 
飛行コース長 50m  水平撮影範囲 41.96m  

コース数 3 ラップ率 90% 

撮影枚数（1 コース） 50m÷(41.96m×(100%－90%)÷100)≒12 枚 

撮影枚数(予定) 36 枚 

 
 
① 計測点密度 

空中写真測量（UAV）を用いた計測では、下表の必要な計測点が取得できるように、デ

ータ処理段階で、所定の計測点密度を設定し、作成する。 
 要領の記載内容 本業務（実施計画） 
起工測量 0.25m2 あたり 1 点以上 ○○あたり 1 点以上 
出来形測量 0.01m2 あたり 1 点以上 ○○あたり 1 点以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ処理 
 出来形管理や出来高算出に係わるデータ処理は以下の手順のとおり実施し、出来形評価

のための計算方法や数量算出方法は、要領に従った以下の方法で実施する。 
① データ処理手順 
出来形管理に必要な処理 出来高算出に必要な処理 資料ソフトウェア 

１．空中写真測量（計測点群データの取得）  
↓  

２．不要点除去  
↓  

３．点群密度の変更（データの間引

き） 
８．数量算出 
 

 

↓   
４．点群密度の変更（グリッドデー

タ化） 
  

↓   
５．３次元設計データと出来形評価

用データの各ポイント離れの計算 
  

↓   
６．出来形分布図の作成   

↓   
７．出来形帳票および３次元ビュー

の作成 
  

 
② データ処理および計算方法 
 実施方法 要領に示される計算方法 
３．点群密度の変更（データの間引き） 
 

最下点 ・最下点 
・中央値 

４．点群密度の変更（グリッドデータ化） 
出来形評価用データのため 

最近隣法 ・個々の実在点 
・最近隣法 
・平均法 
・TIN 法 
・逆距離加重法 

８．数量算出 点高法 ・点高法 
・TIN 分割法 
・プリズモイダル法 
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（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

 
 

 
図 データ処理および計算方法 最下点 

 
 

 
図 点群密度の変更（グリッドデータ化） 最近隣法 

 
 

図 数量算出 点高法 

対象を分割して代表点のみを抽出

（地形では最下点を代表点とする）
範囲の指定
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（参考）施工計画書の記載例（ＵＡＶ）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

6. （参考）課題から検索する現場事例集
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https://www.mlit.go.jp/common/001299661.pdf

本資料は国土交通省ＨＰより引用している。
引用元：ICT導入協議会資料（第９回 令和元年7.11 【参考資料－１】）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所
（参考）ICT活用計画立案：現場事例集

現場で起こりうる課題 チェック
暫定形状 暫定形状のため標高の設計がなく、平場部分の３次元設計データが作成できない B-② Q-①

構造物 排水構造物の設計データを作成し、位置出しに活用 B-③ C-③ E-③
線形に沿わない設計 線形に沿わない設計、変化点の抽出でミスを生じやすい L-②

数量算出 正確な土量を算出したい K-②
土質 砂質土で切りやすいが、法面を設計以上に切りすぎることが無いようにしたい M-①

気候 降雪前に工事を終了させたい（施工スピード重視） M-② Q-②
気候 風がつよい
仮置き土 点在している仮置き土を取り除きながら盛土材として利用したい K-③

既設カルバートがあり衛星取得困難 A-③
橋梁下部で衛星の取得ができない H-②
既設カルバート周辺を盛土 J-①
ICT機械自体の搬入ができない J-①

盛土施工となるが、幅が狭い C-② D-①
従来施工時は丁張が必要であったが、機械の規格やダンプの離合を細かく調整する必要がある E-①

湧水 湧水がありトンボ丁張を何度かかけ直す必要がある S-②

搬入土
盛土材が他現場から搬入されるため、不定期で搬入量も調整しにくい
（ICT建機の施工で生産性が上がるため、従来よりも多い搬入土量が定期的に必要である）

O-②

軟岩
軟岩が出たため、工期短縮や全体コスト削減の可能性が低い
（備考：今は軟岩の規格値がある）

R-②

埋設物 連続掘削が不可能 I-② P-①
軟弱地盤 本線がサンドマット工で厚さ管理（沈下及び隆起により完了後の高さは一定ではないためICTは不要） Q-①
広範囲 上空は開けている・DID地区には該当しない C-① L-① N-①

高低差 高低差が大きい B-①
障害物がある 高圧線がある K-①
空港等の周辺空域 該当しているため、UAV飛行許可を申請する必要がある O-① H-①
風 風が強い A-① S-①

隣接道路交通量 交通量多い B-①
自社実施 起工測量の内製化により外注費を削減したい F-① G-①
家屋 UAVの飛行は可能なのか I-①

宅盤数が多く、法長が短く延長の長い法面整形が連続するため、ICT建機の拘束時間が増える L-③

丁張を必要とする従来の施工では、施工範囲を細かく区切って施工していたがどのようになるのか K-③

盛土
全体的に数量が少ないが、法面整形も行いたい（しかし、ブルとバックホウの両方を導入することはコ
スト的に厳しい）

D-① J-②

護岸工、排水構造物工 他工種を待つ時間が発生する（ICT建機を長期拘束し、コスト増となる可能性がある） D-②
植生工 泥岩でくずれやすく、途中で法面保護を行う必要がある（３次元出来形取得が複数回必要となる） I-③
掘削・盛土の混在 ランプ部の施工で切土・盛土が混在する複雑な施工 G-②

しばらくは粗掘削を連続で行う F-② H-③ N-②

連続掘削が不可能 P-①
路体盛土・路床盛土の混在 巻出し厚が異なるため、分離した施工になる J-③

周辺が湿地帯のため天端から整形したい E-②

法面整形に時間をかけたくない L-③ R-①
ダンプ離合 ダンプの離合が困難（限られた箇所のみ） P-②
最適化 ICT機械の能力に合わせ周辺能力を向上したい M-③
作業員 作業員の削減をしたい A-② G-③

安全性向上 安全考慮した施工を行いたい G-③
適用範囲 下層路盤までの施工となる D-③

数回に分けて出来形計測が必要となり非効率である I-③

湧水が発生するため、掘削後すぐに盛土を行う必要がある Q-③
気候 降雪の可能性 Q-③

工種条件

土運搬

体制

出来形計測 計測時期

法面整形

掘削

宅地造成

場面 該当事例

設計

現場環境

起工測量

狭隘部

周辺構造物

■現場条件により発生した課題への対
応を、課題から検索

手順①：場面の選択
設計や起工測量など確認したい事例の
場面を選択

手順②：課題の選択
手順①で選択した場面で起こりうる課
題を選択

手順③：事例番号の確認
該当した事例番号の次頁以降の資料か
ら確認
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https://www.mlit.go.jp/common/001299661.pdf

本資料は国土交通省ＨＰより引用している。
引用元：ICT導入協議会資料
（第９回 令和元年7.11 【参考資料－１】）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ａ

現場概要

施工数量 暫定切土：28,710m3
暫定盛土：20,910m3

主な工種 道路土工

起工測量

場面 問題及び課題 対策

体 制
作業員

現場環境
周辺構造物

・高低差が大きい
・海風が強い

・高低差が大きく、風が強いためTLSによる
 起工測量を自社にて実施

・人員手配が難しいため、作業員を削減し、施
 工を実施したい

・３次元設計データを活用したい
 （本現場の場合は、ボックスカルバート）

・ICT適用範囲外にもICTを適用

・撒き出し厚の管理に活用

【効果】
・３次元設計データ作成を外注せず、内製化したため、社内にノウハウを
 蓄積することが可能
・掘削に関しては従来手法と同等であるが、荒整形されている状態での法面
 整形に活用するのであれば、従来の倍程度の施工能力を発揮することが可
 能

本線部の法面整形 工事用道路の法面整形

法丁張削減

トンボ丁張削減

トンボ丁張り

盛土

カルバート

設計仕上がり面

2.4ｍ

ICTバックホウに
オフセット量-2.4ｍと入力

ＴＬＳ計測 ノイズ・不要点除去 ＴＩＮデータ作成

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｂ
現場概要

施工数量 延長170m
掘削工28,664m³

主な工種 道路改良（掘削工）

起工測量
高低差
交通量

場面 問題及び課題 対策

設 計
暫定計上

設 計
構造物

・高低差が大きい
・隣接道の交通量が多い

地上画素寸法→密
ラップ距離→短

地上画素寸法→粗
ラップ距離→長

計測精度に問題が出る
可能性が大きい

・高低差が大きいため
 TLSによる起工測量を 
 実施

・暫定形状のため、予算に応じて平場の仕上
 がり標高が変更される。
 ⇒修正の手間を最小限としたい

 法面部：設計確定
 平場部：標高未確定

・３次元設計データを活用したい
 （本現場の場合は、排水構造物）

・法面と平場部を分けて作成
変更なし 変更あり

・構造物の位置出しに活用 離れ
200mm
660mm

基準線
U型側溝管理用座標
集水桝管理用座標

【効果】
・施工日数３６日縮減
・平場のデータを分けたので、設計変更時の負担が軽減した。
・従来施工箇所の丁張り設置にも有効に使えたため、ICT施工部
 以外も効率化できた。
・丁張り作業が無くなったため大幅に手間が軽減した。

①

②

③

42
引用：https://www.mlit.go.jp/common/001299661.pdf



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｃ
現場概要

施工数量
工事延長：186.2
路床置換工:2,289m2
函渠型側溝：350.7m

主な工種 道路改良

起工測量
障害なし

場面 問題及び課題 対策

現場環境
狭隘部

設 計
構造物

・障害物がない
・コスト重視で
 計測を実施したい

・コストの面よりUAVを選択
 ⇒デメリットとして、
  天候に左右される
  ことがある。

・路床置換工を実施するため、掘削作業と盛土
 作業を実施する必要があるが、現場が狭隘な
 ため、建機のすれ違いが難しい

 【当初導入予定機械】
  ブルドーザ、バックホウ

・３次元設計データを活用したい
 （本現場の場合は、函渠型側溝）

・ICTバックホウのみ
 で施工を実施
 
※オフセット機能
 を活用

・構造物の位置出しに活用

ICTバックホウを
用いて敷均し施工 敷均し直後から、ロー

ラで締固め作業が可能

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ
敷均し

ﾛｰﾗ締固め

1サイクル

＜ポイント＞
広範囲ではブルドーザが能力的に有利だが、
狭隘部ではバックホウでも可能
ICTバックホウ(MC)により水平施工が簡易
敷均し方向を決めることで、ローラ（締固
め）との並行作業を実施し、さらに作業効率
を確保

現場位置

①

②

③

【効果】
・３次元設計データと測量ツールを活用することで本来2人必要であった丁
 張設置作業が1人で実施でき、ほかの作業に人を当てることが可能となっ
 た。
・敷均し作業をICTバックホウのみで行うことで建機費用だけではなく、労
 務費削減にも繋がった。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｄ
現場概要

施工数量
路体・路床盛土：1,500m³
法面整形工：1,200㎡
排水構造物工：270m

主な工種 道路改良

現場環境
狭隘部

場面 問題及び課題 対策

工種条件
排水構造物工

出来形計測

・狭隘な現場のため、ブルドーザでの施工が難
 しいことが懸念された

・ICTバックホウのみ
 で施工を実施

 ※オフセット機能
  を活用

・構造物工の施工による建機の遊休時間が発生
 し、建機の拘束期間が長くなり、コスト増と
 なることが懸念される。
 ※本現場は排水構造物施工有り

・天端部分（W＝3ｍ）の下層路盤については
 、従来手法による出来形管理を予定してい
 たため 、路床の出来形計測に従来手法を
 採用する必要があった。※施工者希望による
 →路床部の二重管理が懸念された

・３Dの目印をもとに２Dで施工することで
３Dの早期返却が可能となった。

・発注者との協議のうえ、法面のみを面的
出来形対象範囲とし、非効率となりうる管
理手法を除外した。

【効果】
・生産性向上より、施工労務の削減効果が大きいと感じた
・簡易型２Ｄマシンガイダンスバックホウを導入することで、ＩＣＴ建機を
早期返却
・面的出来形対象範囲を事前に協議し、非効率となる可能性のある管理手法
を除外した。

※他現場写真を転用

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｅ
現場概要

施工数量 掘削工(切土部)12,710㎥
法面整形工（切土部）6,300㎥

主な工種 道路改良

現場環境
狭隘部

場面 問題及び課題 対策

工種条件
法面整形

設 計
構造物

・盛土天端部の幅員が狭く、ダンプのＵターン
や建機との離合確保が難しい

・丁張レス施工により天端拡幅を全て使用
できたため、Ｕターンが可能となった。

・現場周辺が湿地帯に囲まれていたため、法尻
部から作業する場合は、敷き鉄板等で作業足場
を確保する必要があるため手間を要する。

※施工者ヒアリングによると、天端上からの法面整形
は丁張が目視しずらくなるため、基本的に施工しない
とのこと

・排水路設置工用の丁張は湿地帯で地盤も悪く、
カーブも多いため設置本数が多く、手間を要す
る

・３Ｄマシンコントロール機能を有してい
たため、天端上からの法面整形が可能と
なった。⇒敷き鉄板等の周辺従作業を効率化した

・３次元設計データを排水路設置工用に作
成し、自動追尾ＴＳとデータコレクタの活
用により、丁張計算や設置労務を大幅に削
減した。

【効果】
・ダンプ丁張レス施工により、狭隘部でのダンプのＵターン、離合が可能と
なった。
・ＩＣＴ建機導入により、天端からの法面整形が可能となった。
・３次元設計データの有効活用により、丁張設置労務を大幅削減した。

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｆ
現場概要

施工数量
掘削31,500m³
法面整形（切土部）2,336m㎡
底部整形11,220㎡

主な工種 河川土工

起工測量
自社実施

場面 問題及び課題 対策

工種条件
掘削

・起工測量の内製化により外注費を削減した
い
 
 【内製化内容】
  ・評定点、検証点の設置
  ・写真処理
  ・点群処理
  ・データ計測（日々の土量確認時のみ）

・カメラキャリブレーション及び、空中写
真測量を外注し、写真の納品後からの処理
を内製化することで外注費を大幅に削減。
・自社保有UAVで計測することで、日々の土
量管理に有効活用。

・工事初期は粗掘削が主作業となるため、整
形作業が工事終盤に集中する
 →ICT建機の得意能力を活かせない

・導入する建機（従来・ICT）と施工方法を
鑑みた作業日数の試算
→工事終盤の法面及び掘削底部の整形作業
の段階でICT建機を導入[導入時期の最適化]

【効果】
・UAV測量に必要な機器の全てを導入し、一部のみを外注することにより外
注費用を大幅削減可能となった。
・ICT活用計画段階で導入する建機の施工能力と施工方法を鑑みた作業量と
所要日数を試算することで、導入時期の最適化を行った。また、ICT建機の
能力を理解し有効に活用することで、丁張設置本数を削減した。

①

②
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｇ
現場概要

施工数量 片切掘削=470m3
オープンカット=8,200m3

主な工種 道路土工

起工測量
自社実施

場面 問題及び課題 対策

工種条件
掘削・盛土

の混在

体 制
安全性

・起工測量の内製化を実施したい

 【内製化内容】
  ・計測
  ・データ処理

・手ごろな価格で購入できるUAVを用いて自
社計測を行うことで計測及びデータ処理作
業におけるノウハウを蓄積した。

・ランプ部の施工で掘削箇所と盛土箇所が混在
 しており、施工が複雑となることを懸念

・省人化及び安全性を考慮した施工を実施した
 い

・ICT適用範囲外とすることで建機の早期
 返却を実施

・フルスペックでICTを導入することで省人
化・安全性の向上を実現

【効果】
・起工測量の内製化を行うことでノウハウの蓄積及び出来形管理以外のタイ
ミングでのフライトが可能となり、出来形管理だけではなく、仕上がり確認
にも活用することが可能
・オペレータ自身が切り出し位置の確認等を実施できるようになり、現場管
理者の負担が軽減した

設計ライン発生土丁張縮減

丁張縮減

《施工体制》
 切土工：ICTバックホウ
 盛土工：ICTブルドーザ

ランプ施工箇所

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｈ
現場概要

施工数量
河道掘削=18,483m3
張芝工=1,683m2
護岸工：397m2

主な工種 河川土工

起工測量

場面 問題及び課題 対策

現場環境
周辺構造物

工種条件
掘削

・DID地区ではないが、周辺に自衛隊基地があ
るため、UAVによる航行が可能か懸念される

・事前に自衛隊に申請をすることで航行時
間の制約や事前連絡等を条件に、航行の許
可を得ることが可能となった。

・現場内に橋梁があり、衛星を取得できないこ
とが懸念される

・工事初期では荒掘削を実施予定
 （本現場は護岸工周辺は従来施工にて実施）

・ICT適用範囲外とし、従来機にて施工

・ICT投入時期を限定することで使用期間を
 最短化することが可能となった。

【効果】
・起工測量及び3次元設計データに関して内製化を行うことで、時間は要し
たがノウハウの蓄積が行えた上、発注者への説明等に３次元を活用すること
が出来、説明の簡略化を図ることが可能
・ICTを導入することで周辺作業が削減され、安全性が向上されることに
よって、管理者およびオペレータの精神的負担が軽減した。

23

①従来のバックホウで施工 ②ICT建機を導入し、掘削仕上げ・整形作業

従来の建機
＝護岸工周辺の掘削や荒掘削

ICT建機
＝仕上げ、整形

自衛隊基地

現場位置

鳥子川久保橋

平面図

橋梁

護岸工

横断図（橋梁箇所）

橋梁橋梁

護岸工

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｉ
現場概要

施工数量 延長128m
掘削工13,700m³

主な工種 道路土工

場面 問題及び課題 対策

現場環境
埋設物

出来形計測

工種条件
植生工

・埋設物が埋まっているため、一度あたりの掘
 削深さに制約が発生し、施工効率が落ちるこ
 とが懸念される。

・泥岩により法面が崩れるため、法面保護を行
 う必要があるが、法面部の出来形が不可視部
 となるため、段階ごとの計測が必要となる。

・施工と探査範囲を分けることで同時進行
が可能に

・従来手法にて出来形計測を実施

【効果】
・施工日数が19日縮減
・3次元設計データをICT適用範囲外の施工にも活用することが出来、適用範
囲外に関しても効率化を図ることが可能となった。
・丁張設置の手間が省力化でい、大幅に手間が軽減した。

ICT建機の
遊休時間
の削減

従来 カイゼン後

効率悪い
コスト増加

②

③

起工測量

・周辺に家屋があり、ＵＡＶでの航行が可能か
 懸念された

・事前に住民説明を行い、了承を得ること
 でＵＡＶでの測量が可能となった。

①

家屋
現場

家屋
現場
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｊ
現場概要

施工数量
延長100m
路床盛土740m³
路体盛土4,670m³

主な工種 道路土工（盛土工）

現場環境
周辺構造物

狭隘部

場面 問題及び課題 対策

工種条件
盛土

工種条件
路体盛土
路床盛土

・既設カルバートの周辺を盛土
・狭隘なため起工測量やICT建機搬入※が困難

・カルバートを埋める盛土までは従来施工、
 その後をICT施工とした

・全体的に数量が少なく、盛土作業以外にも
 ICT建機を活用したい
（ただし、ブル・バックホウ・ローラーのフル
 スペックで導入するコスト的余裕はない）

・終点側が下がっていくため、巻出し厚の異な
 る、路体盛土と路床盛土が混在する

・バックホウとローラーを導入

・路床盛土に合わせたハイスペックな施工

【効果】
・施工日数２７日縮減
・設計データ作成は、実際にやってみたら思いのほか簡単であった
・丁張り作業が無くなったため大幅に手間が軽減した（作業員）
・ICT建設機械による敷均しも容易に行うことができ、敷均し後順次、転圧
システム搭載振動ローラーにて転圧が行えたため作業効率が向上した。

※施工時点では、ICT建機の仕様は0.7m³が最小（日立建機）。

カゴマット

NO.20

河川境界

GH=13.25

FH=15.683

750 750

7 628

1.69%

64 3 000

64

3 000

2.00%

ICT施工

従来施工

敷均し
位置出し
法面整形

締固め管理システム

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｋ
現場概要

施工数量 掘削18,480㎥
路体盛土22,900㎥

主な工種 宅地造成工事（盛土・掘削）

起工測量
高圧線

場面 問題及び課題 対策

数量算出

工種条件
宅地造成

現場環境
仮置き土

・高圧線があり、UAVを使用できない ・TLSによる起工測量を実施

・点在する仮置き土を盛土材として利用するた
 め、精密な数量算出を行いたい

・仮置き土を盛土材として利用する
・丁張を必要とする従来の施工では、施工範囲
 を細かく区切って施工していたがどのように
 なるのか
 ⇒丁張が削減され建機が自由に動き回れるようになるた
  め、この条件を考慮したICT活用計画が可能となる

・3D求積結果は従来と比べ 93 %と少なかっ
 たため、設計変更および搬入土量の調整
 を行った

・広範囲ロッドでの施工となり生産性向上

【効果】
・稼働６０日予定が着手 １ カ月で完了
・精密な数量算出により、設計変更を実施した
・３次元設計データを搭載したICT建機の導入によって、丁張の存在を気に
 せず、広範囲でのICT活用計画の立案が可能となった

当初計画 カイゼン計画

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｌ
現場概要

施工数量
掘削17,200㎥、路体盛土37,600㎥
法面整形（切土部）1,500㎡
法面整形（盛土部）6,460㎡

主な工種 宅地造成工事（盛土・掘削）

起工測量
広範囲

場面 問題及び課題 対策

設計

工種条件
宅地造成

・広範囲の測量となる
（TLSは盛替えが多く時間を要する）
・上空が開けておりDID地区には該
 当しない

・UAVによる起工測量を実施

・線形に沿わない設計
・変化点の抽出でミス
 を生じやすい

・宅盤数が多く、法長が短く延長の長い法面整
 形が連続するため、ICT建機の拘束時間が増
 える

・外注の場合、何度も修正が必要となる懸
 念があったため、サポートを受けながら
 自社作成を行った

・ICT建機施工部を目印丁張として、従来建
 機が後追い施工し、作業スピードを向上

【効果】
・起工測量日数の削減
・３次元設計データの内製化、丁張レスによる労務費の大幅削減でコストを
 削減
・従来建機とICT建機の組み合わせ施工で更なる作業性向上

従来想定10日⇒ICT2.5日

FH=22.1FH=22.3 FH=22.1FH=22.3

× ○

宅盤数は４１

法面整形
小堤整形

目印施工

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｍ
現場概要

施工数量
掘削13,200㎥
法面整形（切土部）2,110㎡
施工延長100m、幅6(8.5)m

主な工種 道路土工（掘削工・法面整形工）

現場環境
土質

場面 問題及び課題 対策

現場環境
気候

土運搬
最適化

・砂質土で切りやすいが、法面を設計以上に切
 りすぎることが無いようにしたい

・設計外に動かないマシンコントロール
（MC）を選定
・コスト削減のために比較的安価な３次元
 建機（後付けMG、簡易型MG、2DMG等）
 の活用も考えられたが、スピート重視の
 ため、MCを選定

・降雪地帯のため、本格的に積雪が始まるまで
 に施工を終了したい（施工スピード重視）

・ICT建機の導入により従来の丁張設置やスラ
 ント確認が不要となり、粗掘削しながら法
 面整形が可能となった
  ⇒作業能力向上に伴いダンプ台数を増加 
   させる必要がある

・現場条件下で最大のダンプ台数を確保し、
 搬出土量を増加

【効果】
・施工日数１５日縮減
・現場環境を考慮し、十分な品質を得るための適切な機械選定
・目的に合った機械選定
・全体最適化による施工スピード向上と、人工の削減

丁
張
り

粗
掘
削

法
面
整
形繰り返し作業

繰り返し作業

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減
作業時間
の短縮

法
面
整
形

①

②

③
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｎ
現場概要

施工数量 掘削67,500㎥
法面整形（切土部）5,090㎡

主な工種 遊水地整備（掘削・法面整形工）

工種条件
掘削

場面 問題及び課題 対策

起工測量

・遊水地工事のため、粗掘削を連続で実施
 後、法面整形となる
・粗掘削からICT建機を導入し生産性向上も狙
 えるが、当該現場では搬出土量受け入れ先
 に 数量制限があるため、増加は不可能
・コストを削減したい

・ICT建機の導入は粗掘削終了後から
・後付け方式とする

・コストをできるだけ抑え、広範囲を短時間
 で測量したい

 【環境】
 ・上空が開けている
 ・強風環境ではない

・UAVによる起工測量を実施

【効果】
・起工測量に要した人日が、TSの場合23人日のところ、UAVにより3.5人日と
 なり、19.5人日の削減となった
・法面整形のタイミングでICT建機を導入したことにより、遊休時間が生じ
 なかった
・コストの削減

粗掘削（従来機） 法面整形（ICT建機）

①

②
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｏ
現場概要

施工数量
路体盛土 1,200㎥
路床盛土 1,700㎥
法面整形 840㎥、延長340m

主な工種 道路土工（盛土・法面整形工）

現場環境
搬入土

場面 問題及び課題 対策

起工測量
空港周辺空域

・盛土材は他現場から供給されるため、ICT建
 機の生産性向上に伴い供給量を増加するこ
 とができないことが懸念される

・仮置き土を活用することとした

・航空自衛隊岐阜基地に近接している
・飛行可能かどうかの確認、可能であれば申
 請が必要となる

 

・標高80ｍまでなら飛行が可能であったた
め、UAVによる起工測量を実施

【効果】
・日数の削減効果は３９日から３１日へと８日（２１％）の削減
・人工数の削減効果は１０５人から５６人へと４９人（４７％）の削減
・仮置き土の活用により、MCブルの遊休時間を極力作らない効率的な施工 
 を実施することができた

空港等
の周辺
空域

人口集中
地区
DID

現場

遊休時間の発生

他現場

常に稼働
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｐ
現場概要

施工数量 掘削工（大城工区）19,900㎥
法面整形工2,310㎡  

主な工種 道路土工（掘削・法面整形工）

場面 問題及び課題 対策

【効果】
・ICT施工により丁張作業の削減となり施工日数を短縮
・労務の大幅削減
・ICT建機導入による作業量向上
・ダンプ離合のカイゼンにより更なる生産性向上

土運搬
ダンプ離合

工種条件
掘削

現場環境
埋設物

・すれ違い箇所が限られ、ダンプは3台しか運
 用できていない
・ICT建機の活用による搬出土量の増加に伴い、
 ダンプ台数を増加したい

・制約のある掘削土の搬出を2台を1セット
とし、すれ違い回数を減らすことで、搬出
量を増量

・掘削深さの規定がある
・規定深さまでの掘削後に、確認作業があり、
 連続掘削ができず、ICT建機が遊休してしま
 う懸念がある
 

・1回あたりの磁気探査エリアを従来の半分
とし、掘削との並行作業を行う

遊休時間が発生

常に動くことが可能

3台
6台
（2台×3グループ）

3台体制だと積込用BHの待機時
間が1時間あたり約20分程度

すれ違い回数を少なくするため、
6台を3グループに分けて運用

15 30

6台

3台

4台

5台

ダンプ　No.1 ダンプ　No.5
ダンプ　No.2 ダンプ　No.6
ダンプ　No.3 ダンプ入れ替え
ダンプ　No.4 BH待機時間

①

②
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

事例：Ｑ
現場概要

施工数量
路床盛土工1,600㎥
路体盛土工590㎥
盛土法面整形工500㎡

主な工種 道路改良

現場環境
軟弱地盤

設 計
暫定形状

場面 問題及び課題 対策

現場環境
気候

出来形計測
気候

・本線部はサンドマット工のため、厚さ管理
・本線部は暫定形状であった

・ICT適用範囲を側道部のみとした

・降雪地帯のため、積雪前に施工を終える必要
 がある。
 （施工スピード重視）

・周辺が田畑であり、湧水が発生するため、
 掘削後すぐに盛土を行う必要がある。
・降雪時期であったため、工区全体の出来形
 を同時期に計測をすることが難しいことが
 懸念された。

・MGバックホウとMCブルドーザを導入し、
 工程短縮を図った

・従来手法にて出来形計測を実施

【効果】
・ICTを導入したことで丁張レス施工が可能となり、作業全体で1.7倍生産性
 が向上した。
・気候や現場条件に合わせた出来形管理手法を採用することで、確実な管理
 を実施することが可能となった。

連絡路

本線

平面図

①本線＿ｻﾝﾄﾞﾏｯﾄ工（ブルドーザ、ローラ）

②側道＿掘削工（ICTバックホウ）

③側道＿路床盛土工（ICTブルドーザ等） ⑤側道＿路盤工（ブルドーザ等）

④路体盛土工（ICTバックホウ）

29

ICT

ICT

ICT

①

②

③

引用：https://www.mlit.go.jp/common/001299661.pdf
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事例：Ｒ
現場概要

施工数量
掘削11,000㎥
路体・路床盛土550㎥
法面整形830㎥

主な工種 道路改良

工種条件
法面整形

場面 問題及び課題 対策

現場環境
軟岩

・法面整形に時間を要する
・工程短縮を行いたい

・従来機とICT建機を併用し、ICT建機が施工
した土の丁張を目安に施工を行うことで従
来に比べ、６割程丁張設置作業が軽減した。

・想定外の軟岩の発生 ・軟岩が発生したため、工程短縮から省力 
 化に切り替えた
 ※平成31年度より軟岩規格値を策定

【効果】
・施工日数が１９日縮減
・3次元設計データをICT適用範囲外の施工にも活用することが出来、適用範
囲外に関しても効率化を図ることが可能となった。
・丁張設置の手間が省力化でい、大幅に手間が軽減した。

①

②

58
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起工測量
強風

隣接道路

場面 問題及び課題 対策

現場環境
湧水

・河川のため、風が強い
・交通量の多い道路に面している

・UAVでの計測が難しいことが懸念された
 ため、TLSでの計測を実施した
・精緻な数量算出を行うことが可能となっ
 た。

・湧水が発生する恐れがある ・従来施工であれば、湧水によって丁張が
 侵食される可能性が懸念されたが、ICTを
 導入することで丁張レスで施工を行うこ
 とが可能となった。

事例：Ｓ
現場概要

施工数量 掘削11,000㎥
施工延長：300m

主な工種 道路改良

【効果】
・多点観測技術で起工測量を行うことによって、従来に比べ、精緻な数量算
 出が可能となった。
・湧き水による丁張の再設置作業が削減されたことで労務費等省力化を図る
 ことが可能となった。

TLSの計測範囲

丁
張
り

粗
掘
削

法
面
整
形繰り返し作業

繰り返し作業

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の削減法
面
整
形

①

②

59
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7. （参考）ICT活用工事に適用可能な計測機器

60



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所

列1 主な技術 特徴 留意点 適用可能工種

① 空中写真測量（UAV）・（UAV̲TS）
・TLSと比べて計測時間が短い
・広範囲を短時間で計測可能

・強風や雨などの天候により計測できない
・航空法の規定により利用できない地域がある
・計測結果の解析に多少の時間を要す
・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
 ※UAV̲TSの場合は、影響ない
・計測対象に障害物が覆いかぶさっている場合は計測できない

・土工

➁  無人航空機搭載型レーザースキャナ（UAV̲LS）
・TLSと比べて計測時間が短い
・広範囲を短時間で計測可能
・空中写真測量と比べて解析時間が短い

・強風や雨などの天候により計測できない
・航空法の規定により利用できない地域がある
・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
・障害物がある場合、陰になる部分は計測できない

・土工

③ 地上型レーザースキャナ（TLS）
・TS̲NPと比べて計測時間が短い
・空中写真測量と比べて解析時間が短い
・多少の風であれば計測可能

・カーブが多い場合や盛土（高さがある）の場合、設置回数が
 増える
・障害物がある場合、陰になる部分は計測できない

・土工
・舗装工

④ 地上移動型レーザースキャナ（MLS)
・TLSと比べて計測時間が短い
・空中写真測量と比べて解析時間が短い
・多少の風であれば計測可能

・障害物がある場合、陰になる部分は計測できない
・土工
・舗装工

➄ TS（ノンプリズム方式）（TS̲NP）
・多少の風であれば計測可能
・計測対象範囲を精度よく、点数を指定して計測が可能
・TLSと比べて点群処理の手間が軽減される

・TLSと比べて計測時間が長い
・カーブや盛土の場合に設置回数が増える
・障害物がある場合、陰になる部分は計測できない

・土工
・舗装工

⑥ TS等光波方式 ・事前に伐開の必要がない ・必要点数を人力作業により取得するため、計測労力がかかる
・土工
・舗装工

⑦ RTK̲GNSS
・機械の盛替えが不要
・事前に伐開の必要がない

・必要点数を人力作業により取得するため、労力がかかる
・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
・マルチパスがある場合、計測不可となる場合がある

・土工

⑧ 施工履歴データ
・施工後にその他計測器による計測の必要がない
・出来形対象工種は限定的

・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
・マルチパスがある場合、計測不可となる場合がある
・確実に1㎡に1点以上の施工履歴データを確保できる設定にす
る必要がある

・浚渫工
・土工（河床部）
・地盤改良工（表層、中層）

⑧ 音響測深機器 ・出来形対象工種は限定的
・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
・マルチパスがある場合、計測不可となる場合がある

・浚渫工
・土工（河床部）

⑧ ３次元計測技術 ・出来形対象工種は限定的 ・欠測部を出さないよう注意が必要となる ・法面工

（参考）ICT活用工事に適用可能な技術（計測機器）
面管理の場合
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（参考）ICT活用工事に適用可能な技術（計測機器）

測点管理の場合
列1 主な技術 特徴 留意点 適用可能工種

⑥ TS等光波方式 ・事前に伐開の必要がない ・Surfaceデータの他に基本設計データが必要となる
・土工
・舗装工
・護岸工

⑦ RTK̲GNSS
・機械の盛替えが不要
・事前に伐開の必要がない

・高圧線等の電波障害が予想されるエリアは計測できない
・マルチパスがある場合、計測不可となる場合がある
・Surfaceデータの他に基本設計データが必要となる

・土工

列1 主な技術 特徴 留意点 適用可能工種

⑧ ３次元計測技術 ・出来形対象工種は限定的 ・欠測部を出さないよう注意が必要となる ・法面工

点間距離管理の場合

ポイント
①面管理の場合
ICT活用工事では面管理による出来形管理手法を基本とするが、“計測のタイミングが複数回にわたることによ
り一回当たりの計測範囲が狭小となるなど、面管理が非効率となる場合は、従来手法による出来形管理を行っ
てもよい”という緩和措置が設けられている。

②測点管理の場合
①が適用となった場合、従来手法または、TS等、GNSSローバーによる出来形計測手法を選択することが可能
となる。

③点間距離管理の場合
法面工においては、計測した点群の２点
間距離により出来形を計測する。
※右図：点間距離算出イメージ（延長） 62
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8. （参考）ICT活用工事に適用可能な建機
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（参考）ICT活用工事に適用可能な技術（建機）

建設機械 計測装置 形状 技術 特徴

① MC（マシンコントロール）
作業装置の位置を計算、システムが油圧を制御し作業機を自動でコントロールするシス
テム

➁ MG（マシンガイダンス） 作業装置の位置を計算し、表示・誘導するシステム
③ 簡易型3DMG（マシンガイダンス） 刃先に専用の冶具を取り付け、TSで刃先位置を計測し表示・誘導するシステム

④
排土板MC
※バケットはガイダンス無し

排土板に取り付けたプリズムの位置をTSで計測し、施工面までの高さを誘導、排土板
をコントロールするシステム

⑤
排土板MG
※バケットはガイダンス無し

排土板に取り付けたプリズムの位置をTSで計測し、施工面までの高さを誘導するシス
テム

⑥ MC（マシンコントロール） 作業装置の位置を計算、システムが油圧を制御し作業機を自動でコントロール
⑦ MG（マシンガイダンス） 作業装置の位置を計算し、表示・誘導するシステム

⑧ ローラー   GNSSorTS 2D 締固め管理システム
締固め機械の走行軌跡を計測し、締固め回数をリアルタイムに画面に表示することが出
来るシステム

⑨ グレーダ     GNSSorTSor回転レーザー 3D MC（マシンコントロール） 作業装置の位置を計算、システムが油圧を制御し作業機を自動でコントロール
⑩ MC（マシンコントロール） 作業装置の位置を計算、システムが油圧を制御しドラムを自動でコントロール
⑪ MG（マシンガイダンス） 作業装置の位置を計算し、表示・誘導するシステム
⑫ MC（マシンコントロール） 作業装置の位置を計算、システムが油圧を制御しドラムを自動でコントロール
⑬ MG（マシンガイダンス） 作業装置の位置を計算し、表示・誘導するシステム

3D切削機

フィニッシャー   GNSSorTS 3D

  GNSSorTS

  GNSSorTS

  GNSSorTS 3D

バックホウ 3D

TS

ブルドーザ

ICT建機

その他ICT建機 ※注意 ２DシステムはICT施工には該当しない
建設機械 計測装置 形状 技術 特徴

① センサー 2DMG（マシンガイダンス）
センサーや画面を取り付け、2Dマシンガイダンスとして使用することが出来るシステ
ム

② 回転レーザー 2DMG（マシンガイダンス） 回転レーザーの高さを基準に施工面までの高さ誘導するシステム

③ MC（マシンコントロール）
回転レーザーの高さを基準に施工面までの高さ誘導し、作業装置を自動でコントロール
するシステム

④ MG（マシンガイダンス） 回転レーザーの高さを基準に施工面までの高さ誘導するシステム

バックホウ

ブルドーザ 回転レーザー

2D

2D
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9. （参考）ICT活用工事の関連要領一覧
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（参考）出来形管理要領と関連書一覧（1/2）

写真測量 LS TS等 その他 適用区分 タイトル 備考

土工

1 UAV搭載 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
2 UAV搭載 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
3 地上型 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
4 地上型 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
5 UAV搭載型 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案）
6 UAV搭載型 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
7 TS等 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
8 TS等 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
9 ノンプリ方式 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
10 ノンプリ方式 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
11 地上移動型 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 　H31.4.1　改定
12 地上移動型 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 　H31.4.1　改定
13 GNSS ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
14 GNSS ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）（案）
15 TS・GNSS 盛土の品質管理ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領（案）
16 TS・GNSS 盛土の品質管理ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領（案） 　H31.4.1　改定
17 TS・GNSS 出来高算出 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案） 　H31.4.1　改定
18 TS・GNSS 施工履歴の管理 ICT建設機械　精度確認要領(案） 　H31.4.1　策定
19 地上移動型 出来高 ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案）

舗装

20 地上型 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
21 地上型 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 　H31.4.1　改定 
22 TS等 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）  　H31.4.1　改定
23 TS等 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 　H31.4.1　改定

24 地上移動型 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）
（案）  　H31.4.1　改定

25 地上移動型 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 　H31.4.1　改定
26 ノンプリ方式 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
27 ノンプリ方式 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

河川

28 音響測深 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案）
29 音響測深 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
30 施工履歴 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案）
31 施工履歴 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

護岸
工

32 TS等 面管理ではないＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（護岸工編）（案） 　H31.4.1　策定
33 TS等 面管理ではないＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案） 　H31.4.1　策定

法面
工

34 地上型 TS等 面管理ではない３次元計測技術を用いた出来形計測の監督・検査要領（案） 　H31.4.1　策定
35 地上型 TS等 面管理ではない３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案） 　H31.4.1　策定

地盤
改良

36 GNSS 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（表層安定処理・中層地盤改良工事編）
（案） 　H31.4.1　策定

37 GNSS 施工履歴データを用いた出来形管理要領（表層安定処理・中層地盤改良工事編）（案） 　H31.4.1　策定
ﾄﾝﾈﾙ
点検

38 点検 点検支援技術(画像計測技術）を用いた3 次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案） 　H31.4.1　改定

橋梁
点検 39 点検 点検支援技術(画像計測技術）を用いた3 次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案） 　H31.4.1　改定

66

Ｒ2.3時点



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 
近畿地方整備局

 近畿技術事務所
（参考）出来形管理要領と関連書一覧（2/2）

番号 土工 舗装 その他 業務区分 タイトル 備考

 別紙－１ 測量業務  ＵＡＶ等を用いた公共測量実施要領 UAVやLSの測量の積算も掲載

 別紙－２ 設計業務 土工の３次元設計実施要領 土工の3Dデータ作成の積算も掲載

 別紙－３ (1) 測量業務  ３次元ベクトルデータ作成業務実施要領
 別紙－３ (2) 設計業務  3次元設計周辺データ作成業務実施要領
 別紙－４ ○ 工事  ICT活用工事（土工）実施要領 適用範囲の設定や除外の運用方法が記載

 別紙－５ ○ ○ 共通  ICT活用工事、ＣＩＭ活用業務・工事の見積り書の依頼につ
いて

 別紙－６ ○ 工事  ICT活用工事（土工）積算要領

 別紙－７ ○ 工事  ICT活用工事（舗装工）実施要領 適用範囲の設定や除外の運用方法が記載

 別紙－８ ○ 工事  ICT活用工事（舗装工）積算要領

 別紙－９ 設計業務  ＣＩＭ活用業務実施要領

　別紙－１０ ＣＩＭ 工事  ＣＩＭ活用工事実施要領

　別紙－１１ 河川浚渫 工事  ICT活用工事（河川浚渫）実施要領

　別紙－１２ 河川浚渫 工事  ICT活用工事（河川浚渫）積算要領

　別紙－１３ 点検  定期点検における点検支援技術活用業務実施要領
　別紙－１４ 河床 工事  ICT活用工事（河床等掘削）積算要領

　別紙－１５ ○※ ○※ 床堀 工事  ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領

　別紙－１６ ○※ ○※ 床堀 工事  ICT活用工事（作業土工（床掘））積算要領

　別紙－１７ ○※ ○※ 付帯構造物 工事  ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

　別紙－１８ ○※ ○※ 付帯構造物 工事  ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領

　別紙－１９ ○※ ○※ 法面 工事  ICT活用工事（法面工）実施要領

　別紙－２０ ○※ ○※ 法面 工事  ICT活用工事（法面工）積算要領

　別紙－２１ 地盤改良 工事  ICT活用工事（地盤改良工）実施要領

　別紙－２２ 地盤改良 工事  ICT活用工事（地盤改良工（安定処理））積算要領

　別紙－２３ 地盤改良 工事  ICT活用工事（地盤改良工（中層混合処理））積算要領

　（別添－1） BIM/CIM CIM活用項目における実施内容の記載例
　（別添－2） BIM/CIM CIM実施計画書
　別記様式－１ ICT活用工事 （土工）【ICT施工技術の活用】
　別記様式－２ ICT活用工事 （舗装）【ICT施工技術の活用】
　別記様式－３ ICT活用工事 （河川浚渫）【ICT施工技術の活用】
※：ＩＣＴ掘削（路体・路床と同時施工に適用）
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